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＜参考＞ 

１．国際勧告等との関連 

 本標準は１９８８年版ＩＴＵ－Ｔ Ｘシリーズ勧告で規定されるディジタルデータ網における、交換サー

ビス（回線交換，パケット交換）並びに専用回線サービスの提供にあたって使用される４線式ディジタル伝

送方式（注）を規定する。 

 本標準が対象とするディジタルデータ網におけるデータ端末装置（ＤＴＥ）とデータ回線終端装置（ＤＣ

Ｅ）間のインタフェ－スはＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｘ．２０，Ｘ．２０bis ，Ｘ．２１，Ｘ．２１bis で規定されて

いる。また試験ループについてはＸ．１５０の保守原則に基づいている。 

 （注）モデム伝送方式は本標準の対象外 

 

２．継続検討項目等 

   (a)  ４．２．５節 電気的外環境条件 

 (a)については、インタフェースにおける雷サージの規定・アース系を含めた構成等電気的外環境条件は、

安全性の観点からこれを規定する必要があると判断し追加した。しかし本件については現在ＩＴＵ－Ｔ Ｓ

Ｇ５及び国内の研究会にて検討中であるため本標準においては継続検討課題とする。 

 

３．改版の履歴 

 

 版 数 制  定  日 改 版 内 容 

 第１版 平成 ２年１１月２８日 制 定 

 

 

第２版 

 

平成 ５年１１月２６日 表４－２の疑似線路損失特性を明確化 

付録２の妨害波規定の見直し 

 第３版 １９９７年 ４月２３日 妨害波規定は別途規定のため本標準より削除 

 

 

４．工業所有権   

 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 

 

５．その他 

  (1)  参照している勧告・標準等 

ＴＴＣ標準 ：ＪＴ－Ｉ４３０  

ＩＴＵ－Ｔ勧告  

  

 

：Ｘ．２０、Ｘ．２０ｂｉｓ（１９８８年版） 

Ｘ．２１、Ｘ．２１ｂｉｓ（１９８８年版） 

Ｘ．１５０（１９８８年版）  

その他 ：第２版まで本標準の付録（標準の対象外）に記述されていた妨害波規定は第３版

において削除した。妨害波規定に関しては、ＴＴＣ技術書、ＴＴＣ標準を別途制

定するので参照されたい。 
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１．概　要

1.1　標準の規定範囲

　本標準はＩＴＵ－Ｔ　Ｘシリーズ勧告で規定されるディジタルデータ網における、交換サービス（回線

交換，パケット交換）並びに専用回線サービスの提供にあたって使用される４線式ディジタル伝送方式を

規定する。

　本標準が適用されるディジタル伝送システムの参照構成を図１－１／ＪＪ－５０．１０に示す。ＤＴＥ，

ＤＣＥはＩＴＵ－Ｔ　Ｘシリーズ勧告で規定されるデータ端末装置，データ回線終端装置に対応する機能

群である。またＬＴは網側におけるディジタル伝送システムの終端機能を示すものとする。

　図１－１／ＪＪ－５０．１０はディジタル伝送システム及びアクセスディジタルセクションを定義して

いる。アクセスディジタルセクションの概念は網が必要とする機能、手順および定義を与えるために使用

される。またＤＴＥ～ＤＣＥ間のインタフェースはＩＴＵ－Ｔ勧告　Ｘ．２０，Ｘ．２０bis ，Ｘ．２１，

Ｘ．２１bis で規定される。

DTE DCE LT 局装置

ディジタル伝送システム

アクセスディジタルセクション

機能群

図１－１／ＪＪ－５０．１０　ディジタル伝送システムの参照構成
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1.2　用語

用　　　語 用　語　の　意　味

(1)ディジタル伝送システム ディジタル伝送区間を提供する特定の手段をいう

(2)ＤＴＥ データ端末機能または装置

(3)ＤＣＥ データ端末装置（ＤＴＥ）とディジタル伝送システム間で信号変換と

符号変換を行う機能または装置

(4)ＬＴ

line termination

ディジタル伝送システムを終端する機能または装置

(5)ＢＴ ブリッジタップ（先端が開放されている分岐線路）

(6)ベアラ速度 ディジタル伝送システムにおける伝送速度

(7)エンベロープ信号 ディジタル伝送システムにおけるデータの伝送形式であり、データｎ

ビット（以下Ｄビットという）、回線状態を識別するためのステータ

スビット（以下Ｓビットという）及びフレームクロックを伝達するた

めのフレームビット（以下Ｆビットという）をＦ・Ｄ・Ｓとなるよう

に配列した信号形式を（ｎ＋２）エンベロープと称し、Ｆ・Ｄ・Ｓの

（ｎ＋２）ビットを１エンベロープという。

(8)ＡＭＩ符号

(Alternate Mark

Inversion)

入力情報に１が発生する毎に正符号の１と負符号の１とを交互に送出

する符号をいう。

２．機能特性

2.1　機能概要

　図２－１／ＪＪ－５０．１０はディジタル伝送システムで提供されなければならない機能を示している｡

ＤＣＥ ＬＴ

データ信号

状態信号（Ｓビット）

ビットタイミング

フレーム同期

保守

図２－１／ＪＪ－５０．１０　機能特性

　 (1) 　データ信号

　本機能は伝送の各方向に対して 1200b/s 以下の非同期データ回線、及び 2400b/s, 4800b/s, 9600b/s,

48kb/s の同期データ回線を提供する。

　データ信号の速度をデータ信号速度、ディジタル伝送システムでの伝送速度をベアラ速度と定義

する。
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　 (2) 　状態信号（Ｓビット）

　本機能は、回線状態を識別するための情報を提供する。

　 (3) 　ビットタイミング

　本機能は、時分割多重チャネルを復元するための情報を提供する。

　 (4) 　フレーム同期

　ＤＣＥやＬＴが時分割多重チャネルを復元するための機能を提供する。

　 (5) 　保守

　網側(DCE～DCE 間) が故障であることを DTE に通知するための情報 DNR と DTE 側が故障であ

ることを通知するための情報 UNR をアクセスディジタルセクション内で転送する機能（5.2 節参

照) を提供する。

2.2　データ信号速度とベアラ速度との対応

　ＤＴＥ～ＤＣＥ間インタフェースにおけるデータ信号をディジタルセクション内で転送するためのＤＣ

Ｅにおける信号変換の概要を以下にのべる。

　 (1) 　ＤＴＥ側から送出されたデータ信号を、データ信号速度が 1200bit／s 以下（非同期動作）では多

点サンプリング、2400bit／s 以上（同期動作）ではデータ信号速度と同一の速度１点サンプリングに

より符号化してデータビット（Ｄビット）を作成する。

　 (2) 　６個のデータビットに回線状態を示すＳビット及びフレームビット（Ｆビット）を付加して、

（６＋２）エンベロープ信号（速度はベアラ速度に一致）に変換した後、送信回線へ送出し、また

受信回線からの信号をエンベロープ同期をとってＦビット、Ｓビット、Ｄビットに分離し、Ｄビッ

トを復号化してＤＴＥ側へ送出する。

　データ信号速度とベアラ速度の対応を表２－１／ＪＪ－５０．１０に示す。

表２－１／ＪＪ－５０．１０　データ信号速度とベアラ速度の対応

データ信号速度 ベアラ速度

非同期  300 bit/s 以下  3.2 kbit/s

動作 1200 bit/s 以下 12.8 kbit/s(6.4 kbit/s) （注）

2400 bit/s  3.2 kbit/s

同期 4800 bit/s  6.4 kbit/s

動作 9600 bit/s 12.8 kbit/s

48　kbit/s 64  kbit/s

（注）回線交換サービスの場合：12.8 kbit/s

パケット交換サービス及び

専用回線サービスの場合： 6.4 kbit/s

３．論理インタフェース条件

3.1　信号の定義

　ディジタル伝送システムにおける信号は表３－１／ＪＪ－５０．１０で定義される。
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表３－１／ＪＪ－５０．１０　信号の定義

２進「０」，「１」 ディジタル伝送区間  （注）

０ バイポーラパルス無し

１ バイポーラパルス有り

（注）バイポーラパルスの定義については４．２．３参照

3.2　フレーム構成

　フレームの基本構成は、データ（Ｄビット）６ビット、回線状態を識別するための状態ビット（Ｓビッ

ト）及びフレームクロックを伝達するためのフレームビット（Ｆビット）をＦ・Ｄ・Ｓの順に配列した信

号形式である。これを（６＋２）エンベロープ構成と呼び、その構成を図３－１／ＪＪ－５０．１０に示

す。

時間

Ｆ D１ D２ D３ D４ D５ D６ Ｓ (8 ﾋﾞｯﾄ)

Ｆ：フレームビット（１、０交番）

D１～D６：データ信号　；　Ｓ：ステータスビット

図３－１／ＪＪ－５０．１０　（６＋２）エンベロープ構成

3.3　フレーム同期

　フレーム同期パターンのハンチング（検出作業）中状態をエンベロープ同期回路の「同期外れ状態」と

いい、フレーム同期パターンの検出が確立している状態を「同期確立状態」と言う。またフレーム同期パ

ターンの検出状態において、フレームビットの１，０交番に誤りが生じた状態をエンベロープ同期回路の

「前方保護状態」と言い、この状態においてさらにフレームビットに誤りが連続する場合にはフレーム同

期パターンの検出をやりなおす必要がある。フレーム同期の形式は１ビット連続シフト形式とし、同期パ

ターンの検出は１フレーム前の受信ビットと現在の受信ビットとの排他的論理和によってＦビットの位置

を判断する。

　なおフレーム同期が確立していない場合、出力信号として「Ｆ０００００００」を送出する。

3.4　ＤＣＥのＤＴＥ側インタフェースと加入者線伝送システムでの信号の対応

3.4.1　ＤＴＥ側インタフェースがＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.20,Ｘ.21 準拠の場合

ＤＣＥにおける「ＤＴＥからＤＣＥ方向」、並びに「ＤＣＥからＤＴＥ方向」の信号の対応を各々表３

－２／ＪＪ－５０．１０，表３－３／ＪＪ－５０．１０に示す。なおＤＴＥ～ＤＣＥ間インタフェースに

おける詳細な規定はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．20,　Ｘ．21 に従うものとし、同インタフェ－スにおける信号の概

要を付録１に示す。
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表３－２／ＪＪ－５０．１０　ＤＴＥ→ＤＣＥ方向

使用形態 （注 1）
加入者線

適用対象 非同期動作

／同期動作

ＤＴＥ側インタフェース 伝送システム 条　件

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６) FD１D２D３D４D５D６1

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

のとき

非同期動作 T=0

 =(000000)

F0000001

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

となってからｔ以内の時

間 (注 2)

回線交換

サービス

 300bit/s 以下

1200bit/s 以下 F0000000

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

となってからｔ以上

経過したとき (注 2)

同期動作

  2400bit/s

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６)

C=ON

FD１D２D３D４D５D６1

  4800bit/s

  9600bit/s

   48kbit/s

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６)

C=OFF

FD１D２D３D４D５D６0

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６) FD１D２D３D４D５D６1

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

のとき

非同期動作

 300bit/s 以下 T=0

F1111111

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

となってからｔ以内

の時間 (注 2)

パケット

交換

サービス

1200bit/s 以下 =(000000)

F1111110

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

となってからｔ以上

経過したとき (注 2)

及び

専用回線

サービス

同期動作

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６)

C=ON

FD１D２D３D４D５D６1

  2400bit/s

  4800bit/s

  9600bit/s

T=D

 =(D１D２D３D４D５D６)

C=OFF

F1111110

Ｔ≠(0,0,0,0,0,0)

のとき

   48kbit/s T=0

 =(0,0,0,0,0,0)

C=OFF

F0010100

ＵＮＲ送出時

（5.2 節参照)

（注１）記号Ｔ，ＣはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．20，Ｘ．21 の規定に従う。なおＣは制御情報，T = (D１D２D３

D４D５D６)は信号を符号化した値で（６＋２）エンベロープに組み込まれる６ビットのデータビッ

トを示す。また Di は Di の論理否定を表す。

（注２）ｔは  10～390 ms である。
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表３－３／ＪＪ－５０．１０　　ＤＴＥ←ＤＣＥ方向

使用形態 （注 1）
加入者線

適用対象 非同期動作

／同期動作

ＤＴＥ側インタフェース 伝送システム 条　件

非同期動作

 300bit/s 以下

1200bit/s 以下

R=(D１D２D３D４D５D６) FD１D２D３D４D５D６S

回線交換

サービス 同期動作

R=(D１D２D３D４D５D６)

I=ON

FD１D２D３D４D５D６1

正常時

2400bit/s

4800bit/s

R=(D１D２D３D４D５D６)

I=OFF

FD１D２D３D４D５D６0

9600bit/s

 48kbit/s

R=(D１D２D３D４D５D６)

I=前方保護に入る 3 エンベ

ロープ前のＩの状態

FD１D２D３D４D５D６S

エンベロープ同期回路

が前方保護の状態のと

き

非同期動作

 300bit/s 以下 R=(D１D２D３D４D５D６) FD１D２D３D４D５D６S

通信状態（注２）

1200bit/s 以下 R=( ００００００） 非通信状態（注３）

パケット

交換

R=(D１D２D３D４D５D６)

I=ON

FD１D２D３D４D５D６1 正常時

サービス

及び

専用回線

同期動作

2400bit/s

R=(D１D２D３D４D５D６)

I=OFF FD１D２D３D４D５D６0

正常時かつ(D１D２D３D４D５

D６)≠ (001010)のとき

サービス 4800bit/s

9600bit/s

R=(000000)

I=OFF

F0010100 ＵＮＲ受信状態

　（5.2 節参照)

 48kbit/s R=(D１D２D３D４D５D６)

I=前方保護に入る 3 エンベ

ロープ前のＩの状態

FD１D２D３D４D５D６S エンベロープ同期回路

が前方保護の状態のと

き

（注１）記号Ｒ，ＩはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．20,　Ｘ．21 の規定に従う。なおＩは状態表示情報

R=(D１D２D３D４D５D６)　は信号を符号化した値で（６＋２）エンベロープに組み込まれる６ビット

のデータビットを示す。また Di は Di の論理否定を表す。

（注２）Ｓビットが３エンベロープ続けて２進“１”である状態。エンベロープ同期回路が前方保護状態

で前方保護に入る直前の状態が通信状態である時もこれに含まれる。

（注３）Ｓビットが３エンベロープ続けて２進“０”である状態。エンベロープ同期回路が前方保護状態

で前方保護に入る直前の状態が非通信状態である時もこれに含まれる。
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3.4.2　ＤＴＥ側インタフェースがＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ.20bis, Ｘ.21bis に準拠の場合

　交換サービス（回線交換、パケット交換）及び専用回線サービスでのＤＣＥにおける「ＤＴＥからＤＣ

Ｅ方向」、並びに「ＤＣＥからＤＴＥ方向」の信号の対応を各々表３－４／ＪＪ－５０．１０，表３－５

／ＪＪ－５０．１０に示す。なおＤＴＥ～ＤＣＥ間インタフェースにおける詳細な規定はＩＴＵ－Ｔ勧告

Ｘ.20bis, Ｘ.21bis に従うものとし、同インタフェースにおける信号の概要を付録１に示す。

表３－４／ＪＪ－５０．１０　ＤＴＥ→ＤＣＥ方向

適用対象
（注 1 ）

ＤＴＥ側インタフェース

加入者線伝送

システム
条　件

非同期 FD１D２D３D４D５D６1 RS=ON かつ DR=ON の場合

 300bit/s 以下

1200bit/s 以下

SD=(D１D２D３D４D５D６) F1111110 RS=OFF または DR=OFF

同期

2400bit/s

FD１D２D３D４D５D６1 RS=ON かつ DR=ON の場合

4800bit/s

9600bit/s

 48kbit/s

SD=(D１D２D３D４D５D６)

F1111110 RS=OFF または DR=OFF

（注１）SD=(D１D２D３D４D５D６) は（６＋２）エンベロープに組み込まれる６ビットのデータビットを示す。

また Di は Di の論理否定を表す。

表３－５／ＪＪ－５０．１０　ＤＴＥ←ＤＣＥ方向

適用対象
（注１）

ＤＴＥ側インタフェース
加入者線伝送システム 条　件

非同期動作 RD=(D１D２D３D４D５D６) CD=ON の場合

 300bit/s 以下

1200bit/s 以下

RD=(1,1,1,1,1,1) FD１D２D３D４D５D６S CD=OFF の場合

同期動作

2400bit/s

4800bit/s

RD=(D１D２D３D４D５D６）

FD１D２D３D４D５D６S

CD=ON の場合

9600bit/s

  48kbit/s

RD=(1,1,1,1,1,1) CD=OFF の場合

（注１）RD=(D１D２D３D４D５D６) は（６+２）エンベロープを復号化した６ビットのデータビットを示す。

また Di は Di の論理否定を表す。
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４．電気・物理インタフェース

4.1　物理的特性

　ＤＣＥとＬＴとは通信線により１対１接続される。通信線には２対の平衡メタリックケーブルを用いる。

　ＤＣＥとディジタル伝送システムとの接続構成を図４－１／ＪＪ－５０．１０に示す。本章で規定され

る電気的特性は同図のＩａ点，Ｉｂ点に適用される。

　Ｉａ点におけるＤＣＥと通信線との接続にはネジ止め等の半恒久的な接続方法が用いられる。コネクタ

の使用については継続検討とする。

通信線

ＤＣＥ ＬＴ

Ｉａ Ｉｂ

（注） Ｉａ点，Ｉｂ点はＤＣＥ，ＬＴの入出力ポートに位置する。

なおＤＣＥが付属の接続コードを介して通信線に接続される場合は接続コードはＤＣＥの

一部とみなす

図４－１／ＪＪ－５０．１０　接続構成

4.2　電気的特性

　電気的特性の概要を表４－１／ＪＪ－５０．１０に示す。

表４－１／ＪＪ－５０．１０　　電気的特性の概要

加入者線

項　目

3.2kbit/s 6.4kbit/s 12.8kbit/s 64kbit/s

伝送符号

（注１）

AMI 符号

受信側インピーダンス

（注２）

公称１１０Ω

平衡／不平衡種別 平衡回路

（注１）ＡＭＩ符号「1.2 節　用語」参照

（注２）不整合減衰量１５ｄＢ以上（詳細は４．２．４参照）

ＤＴＥ

伝送速度
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4.2.1　伝送符号

　伝送符号は AMI 符号を使用する。

4.2.2　クロック

4.2.2.1　タイミング抽出形式

　ＤＣＥのクロックは自己タイミング抽出形式とし、受信信号パルス列からクロック成分を抽出して網側

のクロックに従属同期で動作する。

　フリーラン状態でＤＣＥのクロックの許容誤差は±１００ｐｐｍとする。

4.2.2.2　出力ジッタ

　ＤＣＥの出力ジッタは、図４－２／ＪＪ－５０．１０に示す測定系にて測定した場合、以下の制限を超

えてはならない。

出力ジッタ　０．２ＵＩ（ｐ－ｐ）　　：　　１ＵＩ＝１／ベアラ速度

　この規格は全てのデータ列に適用するが、機器の適合性を確認するためには、下記の特別なデータ列を

用いてジッタを測定すれば十分である。

　 (a) 　図３－１／ＪＪ－５０．１０に示すＤおよびＳチャネルを２進『０』とした連続フレームのデー

タ列。

　 (b) 　図３－１／ＪＪ－５０．１０に示すＤチャネルを『００１０１０』、Ｓチャネルを『０』とした

連続フレームのデータ列。

　 (c) 図３－１／ＪＪ－５０．１０に示すＤチャネルを２
９

 －１の長さの擬似ランダムパターン、Ｓチャ

ネルを『１』で構成したビット列。

　ワンダの規格については、継続検討中である。

　 (1) 　測定系

加入者線路

（もしくは

擬似線路〔注１〕）被測定

ＤＣＥ

Rin

Sout

Sout

Rin

〔注２〕

ＤＣＥ

（マスタ）

パターン

発生器

図４－２／ＪＪ－５０．１０　出力ジッタ測定系
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　 (2) 　測定方法

１．DCE （マスタ）の Sout 信号をトリガとして、被測定 DCE の Sout 信号を観測する。

　観測はディジタルオシロスコープ等の、『CONTINUOUS』モード（観測波形を重書きするモー

ド）を使用することを推奨する。

　観測が困難な場合は、Sout 出力回路の送信用クロックを代用しても良い。

　測定時間は、１分程度とする。

２．加入者線路または擬似線路の損失を　①０dB　②４０dB　として、上記１項の測定を行う。

（注１）本来、加入者線にて測定すべきであるが、加入者線線路を用意出来ない場合に擬似線路（表

４－２／ＪＪ－５０．１０参照）を用いて測定する。ベアラ速度 3.2kbit/s の場合Ⅵ、6.4kbit/s

の場合Ⅴ、12.8kbit/s の場合 IV、64kbit/s の場合Ⅲを使用する。なお、0dB は、DCE 間を直接

接続する。

（注２）DCE（マスタ）の送信クロックは独立モードとする。

4.2.3　出力信号条件

　送信回路を１１０Ω純抵抗で終端した場合の出力信号は、図４－３／ＪＪ－５０．１０に示すマスク内

であること。

   

    

    

     

（注）１ＵＩ＝１／ベアラ速度

各ベアラ速度に対する公称振幅値および公称半値幅は下表の通りである。

15%

7.5%

7.5%

公称パルス

1/2U I+24%

15%

15%

V=100%

1/2UI

1/2UI-24%

50%

0

15%

1UI
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公称振幅値および公称半値幅

ベアラ速度 3.2kbit/s 6.4kbit/s 12.8kbit/s 64kbit/s

公称振幅電圧 3.0 V 3.0 V 3.0 V 3.0 V

公称半値幅 156μｓ 78μｓ 39μｓ 7.8μｓ

図４－３／ＪＪ－５０．１０　出力パルスマスク

4.2.4　受信条件

4.2.4.1　不整合減衰量

　入力端を１１０Ω純抵抗で終端した場合、不整合減衰量は測定系として図４－４／ＪＪ－５０．１０を

用いた場合 100Hz ～ fｏ/2 (fｏ：ベアラ速度) において１５ｄＢ以上とする。

これらの抵抗の値は互いに 0.1%より小さい誤差に抑えること

Ｖ２

不整合減衰量＝２０ｌｏｇ

Ｖ１ （ｄＢ）

図４－４／ＪＪ－５０．１０　不整合減衰量測定方法

4.2.4.2　対地不平衡減衰量

　入力端において図４－５／ＪＪ－５０．１０で示す測定系を用いて測定した対地不平衡減衰量はｆｏ

/100～ fｏ/2 ( fｏ　: ベアラ速度) で６０ｄＢ以上とする。

信号

３ｋΩ

１１０Ω

３ｋΩ

Ｖ２

Ｖ１

ＤＣＥ
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4.2.4.3　直流特性

網側からＤＣＥに対しては送信線と受信線間（重信回線間）に試験ル－プ制御のため最大１５ｍＡの直

流電流が流れることがある。

4.2.4.4　線路損失

　4.2.7 節で規定される線路条件において線路損失は各ベアラ速度に対するナイキスト周波数において０～

４０ｄＢの範囲になければならない。

注：　伝送速度 ナイキスト周波数

3.2kbit/s 1.6kHz

6.4kbit/s 3.2kHz

12.8kbit/s 6.4kHz

64kbit/s 32kHz

4.2.4.5　正弦波雑音耐力

　ＤＣＥの雑音耐力は図４－６／ＪＪ－５０．１０に示す測定系にて測定した場合、正弦波雑音（Ｓ／

Ｘ）を１５ｄＢ付加時（アッテネータ２の値）において、１分間の測定で符号誤りが１個以下であること。

4.2.5　電気的外環境条件

　継続検討中

（注１）測定器は平衡度の大きなものを用いること。

（注２）これらの抵抗の値は互いに 0.1%より小さい誤差に抑えること。

Ｖ１

対地不平衡減衰量＝２０ｌｏｇ

Ｖ２ （ｄＢ）

図４－５／ＪＪ－５０．１０　対地不平衡減衰量測定系

対地信号発生

Ｖ1５５Ω

Ｖ２ＤＣＥ

５５Ω

（注１）

（平衡度大）
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　 (1)　測定系

　 (2)　測定法

ベアラ速度

3.2kbit/s 6.4kbit/s 12.8kbit/s 64kbit/s

f１ 1.6

　kHz

3.2

　kHz

6.4

　kHz

32

　kHz

f２ 1.7

　kHz

3.3

　kHz

6.5

　kHz

33

　kHz

（注１）本来、加入者線にて測定すべきであるが、加入者線路を用意出来ない場合に表４－２／ＪＪ－５

０．１０に示す擬似線路を用いて測定する。ベアラ速度 3.2kbit/s の場合Ⅰ、Ⅵ、 6.4kbit/s の場合Ⅰ、

Ⅴ、12.8kbit/s の場合Ⅰ、Ⅳ、 64kbit/s の場合Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを使用する。

（注２）本測定の場合、必要であれば送信クロックは独立同期モ－ドとしてよい。

図４－６／ＪＪ－５０．１０　正弦波雑音耐力測定系

　１．ＳＷ１、ＳＷ２を点線側に設

定しレベルメータにて周波数ｆ１

及び f２のレベルが等しくなるよ

うにアッテネータ１の値を調整

する。ただしアッテネータ２の

値は０dB、ＯＳＣ１の送出レベ

ルは、110Ω終端にて＋15.2dBm

とする。またｆ１、ｆ２の周波数

は右表のとおりとする。

　２．ＳＷ１、ＳＷ２を実線側に切

換え、アッテネータ２の値に対

する符号誤り数を求める。測定

時間は、１分とし、測定パター

ンは擬似ランダムパターンとす

る。

加入者線路（もしく

は擬似線路[注 1]）

結合器

ｱｯﾃﾈｰﾀ 1

ｱｯﾃﾈｰﾀ 2

SW1

SW2
ﾕｰｻﾞ･網ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

発振器２（OSC2）

ﾚﾍﾞﾙﾒｰﾀ

f２

発振器１（OSC1）

f１

SoutＴ（ＳＤ）

測定器

Ｒ（ＲＤ）

誤り率
ＤＣＥ

Rin
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表４－２／ＪＪ－５０．１０　　擬似線路損失特性　（注）　　　（単位：ｄＢ）

周波数〔kHz〕 0.1 0.5 1.6 3.2 6.4 10 20 32 50 100

線　路　　Ⅰ 5.0 5.0 5.0 5.1 5.1 5.2 5.3 5.6 6.2 7.9

線　路　　Ⅱ 10.5 10.6 11.6 13.6 17.8 21.0 24.0 24.0 26.2 30.1

線　路　　Ⅲ 16.3 16.5 17.7 20.3 25.0 28.9 35.7 40.0 44.3 52.9

線　路　　Ⅳ 20.1 21.0 25.6 31.6 40.0 47.1 58.7

線　路　　Ⅴ 22.2 24.3 31.7 40.0 52.1

線　路　　Ⅵ 24.6 28.8 40.0 51.5

（注１） 測定系インピーダンスは１１０Ωとする。

（注２） 許容偏差　±５％

（注３） 本表の基になる疑似線路の損失周波数特性を図４－７／ＪＪ－５０．１０に示す。なお、

線路Ⅱがブリッジタップ付きの場合である。



- 15 - ＪＪ－５０．１０

図４－７／ＪＴ－５０．１０　擬似線絡の損失周波数特性
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4.2.6　相互接続媒体特性

4.2.6.1　線路特性

　ブリッジタップ（注）のないメタリックケーブルの代表的な挿入損失特性を図４－８／ＪＪ－５０．１

０に、挿入損失の偏差範囲を図４－９／ＪＪ－５０．１０に示す。

　注　先端が開放されている分岐線路をさす。

4.2.6.2　ブリッジタップ条件

　ＤＣＥの受信規定に対するブリッジタップ（ＢＴ）条件を表４－３／ＪＪ－５０．１０に示す。

表４－３／ＪＪ－５０．１０　ブリッジタップ条件

ＢＴ長（注） ＢＴ数

500ｍ ３本以下

１㎞ ２本以下

２㎞ １本以下

（注）ＢＴ長 500ｍとは 1 加入者あたり最も長い

ＢＴが 500m 以下であることを示す。
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図４－８／ＪＪ－５０．１０　ＢＴがない場合の典型的な挿入損失特性例
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図４－９／ＪＪ－５０．１０　挿入損失偏差の典型的例
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５．保　守

5.1　試験ループ

　ディジタルデータ網における保守原則はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１５０で規定されている。また同勧告で規

定されている試験ループの詳細な規定はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２０，Ｘ． ２０bis,　Ｘ．２１，Ｘ．２１bis

で規定されており、その概要を付録３に示す。

　本標準ではＩＴＵ－Ｔ勧告　Ｘ．１５０で規定されている試験ループのうち図５－１／ＪＪ－５０．１

０に示すように、通信線，ＤＣＥ，ＤＴＥの障害の判別に必要で、且つ網側からの制御を要する試験ルー

プについて規定する。

　 (1) 　自動ループ 4a

　図５－２／ＪＪ－５０．１０に示すように、網側からＤＣＥの受信線と送信線より構成される重

信回路に規定の電流を流すことによりループが形成される。ループの制御条件を表５－１／ＪＪ－

５０．１０に示す。

　 (2) 　自動ループ 2b

　網側の起動によりＤＣＥが受信回線から制御信号を受信することでループが形成される。ループ

の制御条件を表５－１／ＪＪ－５０．１０に示す。

ＤＴＥ ＤＣＥ

ループ

2b
ループ

4a

通信線

相互接続回路，

負荷

線路符号化，

制御回路

線路等化

図５－１／ＪＪ－５０．１０　　試験ループ
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図５－２／ＪＪ－５０．１０　試験ループ４ａの制御方法

表５－１／ＪＪ－５０．１０　　ループの制御条件

名　　称 網側からの制御方法

ループ形成 コード「Ｆ１００１０００」を３エンベロープ

以上連続送出

自動ループ 2b

ループ継続 １５エンベロープ中に１エンベロープ以上の

ループ形成コードを含む試験信号を送出

ループ解除 １５エンベロープ中にループ形成コードなし

の信号送出（注）

自動ループ 4a ループ形成・継続 １１～１５mA の範囲の直流電流の送出

ループ解除 直流電流の送出停止（注）

（注）ＤＣＥはループ解除指令検出後、３秒以内に正常動作に復旧すること

5.2　障害状態表示

　障害時における加入者線伝送システムでの状態表示を表５－３／ＪＪ－５０．１０に示す。

表５－３／ＪＪ－５０．１０　障害状態表示

定　　義 加入者線伝送システムでの

フレームパターン

DCE Not Ready

（ＤＮＲ）

網内の障害により正常な通信ができ

ない状態を端末側に通知

Ｆ０００００００

（網からＤＣＥに）

Uncontrol not Ready

（ＵＮＲ）

ＤＴＥ～ＤＣＥ間での障害により正

常な通信ができない状態を相手側Ｄ

ＴＥに通知するコ－ド

Ｆ００１０１００

（ＤＣＥから網側に）

電流検出部 ループ制御

電流源

ループ４ａ

制御

受信送信
＋

送信受信
－

ＤＣＥ ＬＴ
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付録１　ＤＴＥ－ＤＣＥ間インタフェースにおける信号の定義

（ＴＴＣ標準ＪＪ－５０．１０に対する）

付表１－１／ＪＪ－５０．１０　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２０準拠の場合

Ｘ．２０ 方　向 ピン番号

回　路　名　称
回路名称 DTE DCE Ｖ．10 Ｖ．11 説　　　　明

保安用接地 (FG) １ １ 機械又はフレームアース

信号用接地 (G) Ｇ ８ ８ ＦＧ以外のすべての相互接続回路に

基準電位供給

ＤＴＥ共通帰線 (Ga) Ｇa ９ ９

ＤＣＥ共通帰線 (Gb) Ｇb 11 11

送　　信 (T) Ｔ ２ Ａ ２ 送信データ信号

Ｂ ９

受　　信 (R) Ｒ ４ Ａ ４ 受信データ信号

Ｂ 11

付表１－２／ＪＪ－５０．１０　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．２１準拠の場合

Ｘ．２１ 方　向 ピン番号

回　路　名　称
回路名称 DTE DCE Ｖ．10 Ｖ．11 説　　　　明

保安用接地 (FG) １ 　　１ 機械又はフレームアース

信号用接地 (G) Ｇ ８ 　　８ ＦＧ以外のすべての相互接続回路に

基準電位供給

送　　信 (T) Ｔ ２ Ａ ２ 送信データ信号

Ｂ ９

受　　信 (R) Ｒ ４ Ａ ４ 受信データ信号

Ｂ 11

Ａ ３

コントロール (C) Ｃ ３

Ｂ 10

状態表示

ON :通信状態を表示

OFF:切断状態を表示

Ａ ５ Ａ ５

インディケーション (I) Ｉ

Ｂ 12 Ｂ 12

制御情報

ON:受信ﾃﾞｰﾀが相手端末からのﾃﾞｰﾀ

OFF:受信ﾃﾞｰﾀが網からの制御情報

Ａ ６ Ａ ６信号エレメント

タイミング　　(S)
Ｓ

Ｂ 13 Ｂ 13
周期用タイミング

Ａ ７ Ａ ７ ＤＣＥの単体試験時に使用する。

送信タイミング (ST２) Ｂ 14 Ｂ 14 通常 OFF とし独立同期に設定したと

きのみ ON、OFF を繰り返す。
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　付表１－３／ＪＪ－５０．１０　ITU-T 勧告 X．20bis,X．21bis 準拠の場合（9600b/s 以下に適用）（注）

方　向
回　路　名　称

Ｖ．２４

回路名称 DTE DCE

ﾋﾟﾝ

番号
説　　　明

保安用接地 (FG) １ 機械又は装置のフレームアース

信号用接地 (SG) １０２ ７ ＦＧ以外のすべての相互接続回路

に基準電位供給

送信データ (SD) １０３ ２ DTE から DCE への送信データ

受信データ (RD) １０４ ３ DCE から DTE へ送られるデータ

送信要求 (RS) １０５ ４ ON :データ送信要求

（データ送信要求） OFF:データ送信非要求

送信可 (CS) １０６ ５ ON :データ送信可

（データ送信制御） OFF:データ送信不可

データセットレディ(DR) １０７ ６ ON :DCE が送信状態

（DCE の状態表示) OFF:DCE が送信不可状態

データセット回線接続(CDL) １０８/1

20

ON :DCE を送信可

OFF:DCE を送信不可

データ端末レディ (ER) １０８/2 (ｵﾌﾟｼｮﾝ又は ER,CDL のどちらか)

データチャネル受信キャリア

検出　(CD)（信号検出）

１０９ ８ ON :信号受信中

OFF:信号断

送信信号エレメントタイミ １１４ 15 送信データの周期用タイミング

ング (ST２)

受信信号エレメントタイミ １１５ 17 受信データの周期用タイミング

ング (RT)

試験表示 (TI) １４２ 25 ON :試験中

OFF:非試験中

　（注）機能特性はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．２４に準拠
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付表１－４／ＪＪ－５０．１０　ITU-T 勧告 X.21bis 準拠の場合（48kb/s に適用）（注）

方　向
回　路　名　称

Ｖ．３５

回路名称 DTE DCE

ﾋﾟﾝ

番号
説　　　　明

保安用接地 (FG) Ａ 機械又はフレームアース

信号用接地 (SG) １０２ Ｂ ＦＧ以外のすべての相互接続回

路に基準電位供給

Ａ Ｐ送信データ (SD) １０３φ

Ｂ Ｓ

ＤＴＥからＤＣＥへ送信するデー

タ

受信データ (RD) １０４φ Ａ Ｒ ＤＣＥからＤＴＥへ送られるデー

Ｂ Ｔ タ

送信要求 (RS) １０５ Ｃ ON:DCE 送信モード

OFF:DCE 非送信モード

送信可 (CS) １０６ Ｄ ON:DCE 送信可

OFF:DCE 送信不可

データセットレディ (DR) １０７ Ｅ ON :DTE レディ

OFF:DTE ノットレディ

データセット回線接続 (CDL) １０８/1

データ端末レディ (ER) １０８/2

Ｈ

ON :DCE を送信可

OFF:DCE を送信不可

（ｵﾌﾟｼｮﾝ又は　ER,CDL　のどちらか)

データチャネル受信キャリア検出

(CD)（信号検出）

１０９ Ｆ ON :送信受信中

OFF:信号断

Ａ Ｙ送信信号

エレメントタイミング(ST２)

１１４φ

Ｂ AA

送信データの周期用タイミング

Ａ Ｖ受信信号

エレメントタイミング(RT)

１１５φ

Ｂ Ｘ

受信データの周期用タイミング

　（注）機能特性はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｖ．３５に準拠
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付録２　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１５０における試験ル－プの定義

（ＴＴＣ標準ＪＪ－５０．１０に対する）

ＤＴＥ

↑ ↓

１

ＤＣＥ

３ｄ

２ａ

相互接続回路，負荷

３ｃ

２ｂ

線路符号化，制御回路

３ｂ

４ｂ

線路等化

３ａ

４ａ

加入者線

↑ ↓
網側装置

　　（注）　バック・ツウ・バック　ループ（例，３ｄ／２ａ，３ｃ／２ｂ，３ｂ／４ｂ，３ａ／４ａ）
はループバック間に能動素子を含まない方法で構成しなければならない。例えばリレーまたは
スイッチで同時にバック・ツウ・バック　ループを構成してもよい。

付図２－１／ＪＪ－５０．１０　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１５０で定義される試験ループ

（図１／ＩＴＵ－Ｔ　Ｘ．１５０）
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付表２－１／ＪＪ－５０．１０　ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｘ．１５０における試験ループの機能概要

ループ種別

（付図 2-1 参照）

主な使用目的 ループバック形式 制御ポイント 制御法 装置化

(1)タイプ１ループ

・ループ１

ＤＴＥ単独での内部チェック用 送信線～受信線間の

ディジタル折り返し

（極力インタフェースの近く）

ＤＴＥ ＤＴＥ内部での制御 新規ＤＴＥは

必須

(2)タイプ２ループ

・ループ２ａ

・ループ２ｂ

網提供者のＤＣＥチェック用 ディジタル折り返し 手動

又は網側からの制御

網側からの制御方法

については各国で決定

どちらか

１つが必須

(3)タイプ３ループ

・ループ３ａ

・ループ３ｂ

・ループ３ｃ

・ループ３ｄ

ＤＣＥのロカル試験用

・送信線～受信線間のアナログ

折り返し

ループ３ａ，ループ３ｄ

・送信線～受信線間の

ディジタル折り返し

ループ３ｂ，ループ３ｃ

手動の場合はＤＣＥ内部，

自動の場合はＤＴＥ

手動

又は

自動（制御方法は各国で

決定）

どれか１つが

必須

(4)タイプ４ループ

・ループ４ａ

・ループ４ｂ

網提供者の回線保守用 送信線～受信線間のアナログ

折り返し

各国で決定 各国の規定に

よる
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